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＜参考＞ 

１．国際勧告との関連 
 本標準は１９９８年度までのＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２００シリーズ参照にあたってのガイダンスを示す

ものであり、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２００シリーズの概観を示すＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２００と対応する。 

 

２．上記国際勧告等に対する追加事項等 
2.1 オプション選択項目 

 なし。 

 

2.2 ナショナルマター選択項目 

 なし。 

 

2.3 その他 

 ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２００は、国際勧告としてのＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２００シリーズの概観を示す

ものであり、本標準はインテリジェントネットワークに関わる国内標準であるＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２０

０シリーズのガイダンスを示すものである。このため、直接的な記載内容の対応はない。 

 

2.4 原勧告と章立ての構成比較表 

 2.3 項記載の通りであり、直接的な構成は対応しない。 

 

３．改版の履歴 
 

 版数 制定日 改版内容 

 第 1版 1999 年 4 月 22 日 制定 

 

４．工業所有権 
 本標準に関わる「工業所有権の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧に

なれます。 
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１．はじめに

本標準は、インテリジェントネットワーク（ＩＮ）に関するＴＴＣ標準であるＪＴ－Ｑ１２００シリーズ

の概観を示すものである。

２．背景

インテリジェントネットワーク（ＩＮ）は、従来交換機内で実施していた主に電話系サービスの付加サー

ビス処理およびそのデータを交換機とは別のノード（サービス制御ノードやデータベースノード等）に配備

することによって、付加サービスの機能追加・変更を局所化して即応可能とすることを目指すネットワーク

アーキテクチャである。

インテリジェントネットワークにおける交換機とその制御ノードとの間の通信や制御ノードとデータ

ベースとの間の通信などの仕様は、

　・多種多様なサービスに共通的に適用可能（サービス非依存性）、

　・ノードシステムの開発ベンダが仕様を共通的に使用可能（ベンダのインプリメント非依存性）、

　・異なるネットワーク間での通信にも適用可能（標準的）、

の条件を満たすことがその発展に重要であるとされ、かつ国際標準プロトコル制定の気運が高まった結果、

当時の国際標準化機関であるＣＣＩＴＴ（国際電信電話諮問委員会：現在のＩＴＵ－Ｔ）で標準化活動が開

始された。これにより、１９９３年にはＩＴＵ－Ｔ　Ｑ．１２００シリーズ（ＩＮ勧告）の初版が勧告化さ

れた。この勧告で規定されるＮｏ．７上のアプリケーションレイヤプロトコルはＩＮＡＰ（Intelligent Network

Application Protocol）と呼ばれる。また、ＩＮを実際のネットワークに展開するためには、交換機等の既存の

ネットワーク設備の改造を必要とするため、ＩＴＵ－ＴでのＩＮ標準化作業は、この改造が段階的に進めら

れるよう、必要性の高いサービスの実現に必要な能力から、段階的に作業が進められている。

　一方、日本国内でもインテリジェントネットワークの有効性が認識され、その国内標準の制定が要望され

た。これは、簡易型携帯電話サービス（ＰＨＳ）での事業者間にわたるデータベースアクセスインタフェー

スや、地域交換網をもつ事業者と高度系サービスの提供事業者網との間でのサービス制御インタフェースに

インテリジェントネットワークのプロトコル（ＩＮＡＰ）が適していたことによるものである。

　以上を背景にＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２００シリーズが制定されてきている。

３．ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２００シリーズ

インテリジェントネットワークのＩＴＵ－Ｔ勧告は、Ｑ．１２００シリーズと呼ばれ、先に述べた段階的

な標準化を考慮し、勧告番号の１０の位に「能力セット」と呼ぶ規定される能力の段階を示す値（１から昇

順）が付与され、１の位が規定される仕様の内容を示す値が付与されることと決められている。表３－１／

ＪＴ－Ｑ１２００にその体系を示す。

　表３－１／ＪＴ－Ｑ１２００からもわかるように、ＩＴＵ－ＴでのＩＮ標準化はいくつかのモデルサービ

スからトップダウン的にプロトコル仕様にマッピングする手法で作業を進めている。ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１

２ｘ２では当該の作業期間で規定する能力セットを評価するためのベンチマークサービスを決め、そのサー

ビスを構成するサービスフィーチャと呼ぶ要素の組み合わせとして規定する。そのうえでＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．

１２ｘ３においてサービスフィーチャをサービスに依存しない機能要素とその連鎖により規定する。

ここまでの規定は、概ねＩＮサービス側の要求条件的な機能を整理する規定であり、ネットワーク全体を

１つの箱とみなして機能条件を整理したものであると言える。これを、より実際のネットワークへ適用でき

る規定とするため、ＩＴＵ－Ｔ勧告ではさらにネットワークを分散された機能エンティティの集まりとして

モデル化を行い、各機能エンティティの機能定義と機能エンティティ間のインタフェース（情報フロー、情

報要素）を規定している（分散機能プレーン：ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２ｘ４）。その上で、各機能エンティ

ティが実際のネットワークノードにどのように配備され得るかのマッピングについて規定（物理プレーン：
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ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２ｘ５）し、物理エンティティ間のインタフェースプロトコルを規定（ＩＴＵ－Ｔ勧

告Ｑ．１２ｘ８）している。

なお、１９９８年時点で作業中の能力セット３勧告（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２３ｘ）では、分散機能プレー

ン規定（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２３４）がインタフェース勧告（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２３８）に含めて規

定される方向となっている。

表３－１／ＪＴ－Ｑ１２００　ＩＮ勧告Ｑ．１２００シリーズの体系

　　　　　　　　（ＩＴＵ－Ｔ　Ｑ．１２００）

勧告番号 勧告内容 総論 能力セット１ 能力セット２ ・・

Ｑ．１２００ ＩＮ勧告構成の枠組み 　 　 　

Ｑ．１２ｘ１ 原則および序論 Ｑ．１２０１ Ｑ．１２１１ Ｑ．１２２１

Ｑ．１２ｘ２ サービスプレーン Ｑ．１２０２ Ｑ．１２１２ Ｑ．１２２２

Ｑ．１２ｘ３ グローバル機能プレーン Ｑ．１２０３ Ｑ．１２１３ Ｑ．１２２３

Ｑ．１２ｘ４ 分散機能プレーン Ｑ．１２０４ Ｑ．１２１４ Ｑ．１２２４

Ｑ．１２ｘ５ 物理プレーン Ｑ．１２０５ Ｑ．１２１５ Ｑ．１２２５

Ｑ．１２ｘ６ （将来利用） － － －

Ｑ．１２ｘ７ （将来利用） － － －

Ｑ．１２ｘ８ インタフェース勧告 Ｑ．１２０８ Ｑ．１２１８ Ｑ．１２２８

Ｑ．１２ｘ９ ユーザーズガイド Ｑ．１２０９ Ｑ．１２１９ Ｑ．１２２９

Ｑ．１２９ｚ 用語 Ｑ．１２９０ Ｑ．１２９１ Ｑ．１２９２

４．ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２００シリーズ

　本章では現在までに制定されたＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２００シリーズの個々の標準について、その概要を

示す。

　ＩＮのＴＴＣ標準においては、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２００シリーズのダウンストリームをベースとし、

国内特有条件をそれに追加・削除する方法が採られている。また、ＩＴＵ－Ｔ勧告のうち、サービスプレー

ン、グローバル機能プレーンの規定については、主にサービス生成、ＩＮサービスの機能条件の側面でのＩ

Ｎでの取扱いを示す部分であり、事業者（ネットワーク）間の相互接続条件という面では直接的に関連しな

い部分であるため、ＴＴＣ標準では規定されていない。これにより現在までのＩＮに関わるＴＴＣ標準では、

そのベースドキュメントがＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２ｘ４、同Ｑ．１２ｘ５、同Ｑ．１２ｘ８となっている。

4.1 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２１８

本標準は、主にＰＨＳローミングサービスの実現に向けた事業者間相互接続条件の整備の要望に基づき、

１９９４年に初版制定されており、１９９６年に第３版が改版制定されている。本標準は、ＩＴＵ－Ｔでの

能力セット１勧告（Ｑ．１２１４、Ｑ．１２１５、Ｑ．１２１８）およびＴＴＣ標準制定当時作業中であっ

た能力セット２ドラフトをベースドキュメントとし、ＩＴＵ－Ｔ勧告においても網間インタフェースとして

規定されていたサービス制御機能（以下、ＳＣＦ）－サービスデータ機能（以下、ＳＤＦ）相互関係／ＳＣ

Ｆ－ＳＤＦインタフェースおよびＳＤＦ－ＳＤＦ相互関係／ＳＤＦ－ＳＤＦインタフェースを扱う部分の

みを標準として制定している。
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4.2 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２１８－ａ

本標準は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２１８と同様に、主にＰＨＳローミングサービスの実現に向けた事業者

間相互接続条件の整備の要望に基づき、１９９４年に初版制定されており、１９９６年に第３版が改版制定

されている。ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２１８ではＩＴＵ勧告規定と同様、ＳＤＦ内で扱われる個々のデータ自

体およびそのアクセスインタフェースのパラメータ規定等は行われず、汎用的なディレクトリサービスの利

用という形態で規定されており、ＰＨＳローミングサービスのように、どのようなデータをどのようにアク

セスするかという事業者間相互接続において重要となる用件に関する規定がない。このため、それを補完す

る標準が必要となり、ＪＴ－Ｑ１２１８－ａが制定されている。このような理由により、ＪＴ－Ｑ１２１８

－ａにおいては、ＰＨＳローミングサービスにおいて事業者間インタフェースとして扱われるデータのデー

タ構造、インタフェースパラメータの指定条件などのインタフェースプロトコル（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ．１

２１８規定）の利用方法などが規定されている。

4.3 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２１８－ｂ

本標準は、地域網事業者とその網内の交換機の有するサービス交換／呼制御機能（以下、ＳＳＦ／ＣＣＦ）

を別のサービス提供事業者網内のサービス制御用ノードのもつサービス制御機能（ＳＣＦ）が制御しサービ

スを実現するために、ＳＳＦ－ＳＣＦ相互関係を規定するために、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２１４、同Ｑ．１

２１５、同Ｑ．１２１８をベースドキュメントとして、必要となる部分のみをＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２１８

－ｂとして１９９７年に初版制定したものである。能力セット１および能力セット２のＩＴＵ－Ｔ勧告にお

いては、ＳＳＦ－ＳＣＦ相互関係は事業者間インタフェースとしては規定されておらず（網内インタフェー

スとしてのみ規定）、これを事業者間インタフェースとして適用することがＴＴＣ標準特有条件であること

から、前記ＪＴ－Ｑ１２１８とは別標準として規定している。

4.4 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２２８

本標準は、前述のＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２１８の制定において、ベースドキュメントが当時のＩＴＵ－Ｔ

勧告としては能力セット１勧告（Ｑ．１２１４、Ｑ．１２１５、Ｑ．１２１８）であり、かつＳＤＦ－ＳＤ

Ｆ相互関係規定については作業中の能力セット２勧告を先行して取り込んだものであったことから、ＩＴＵ

－ＴでのＩＮ能力セット２勧告（Ｑ．１２２４、Ｑ．１２２５、Ｑ．１２２８）の制定を機にこれら勧告を

ベースドキュメントとしてＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２１８と同様にＳＤＦ関連インタフェースの標準策定を

ターゲットに規定を行っている。なお、本標準は、ＪＴ－Ｑ１２１８と異なり、ベースドキュメントをＩＴ

Ｕ－Ｔ勧告Ｑ．１２２８のみとしており、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２２４、同Ｑ．１２２５に対応するＴＴＣ

標準を別標準として制定している。

　ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２２８は本標準ＪＴ－Ｑ１２００と同時に１９９９年に初版制定される。

4.5 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２２４

前項記載のＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２２８と同様であり、ベースドキュメントをＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２２

４としてＳＤＦ関連部分を規定したものである。

　ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２２４は本標準ＪＴ－Ｑ１２００と同時に１９９９年に初版制定される。

4.6 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２２５

前項記載のＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２２８と同様であり、ベースドキュメントをＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２２

５としてＳＤＦ関連部分を規定したものである。

　ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２２５は本標準ＪＴ－Ｑ１２００と同時に１９９９年に初版制定される。
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4.7 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２２８－ｂ

本標準は、前記のＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２１８－ｂがＩＴＵ－ＴのＩＮ能力セット１勧告（Ｑ．１２１４、

Ｑ．１２１５、Ｑ．１２１８）をベースドキュメントとしていたのに対して、ＩＴＵ－ＴでのＩＮ能力セッ

ト２の標準化作業が完了し、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．１２２４、同Ｑ．１２２５、同Ｑ．１２２８が制定された

ため、この範囲の必要な能力を取り込むべくこれらの勧告をベースドキュメントとしてＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ

１２１８－ｂと同様の考え方に基づいて１９９８年に初版制定されたものである。

本標準はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２１８－ｂの規定能力を包含しており、本標準には地域網内の交換機再開

発生時の通知手順を本標準の付属資料として規定している。

　ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１２２８－ｂは１９９９年に第３版として改版される。

５．他のＴＴＣ標準との関係

ＩＮアプリケーションプロトコル（ＩＮＡＰ）は下位レイヤプロトコルとして共通線環境を使用すること

を前提としており、ＭＴＰ、ＳＣＣＰ、ＴＣをＩＮＡＰの信号転送のために利用する。これにより、以下の

ＴＴＣ標準と密接な関係をもつ。

・ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７０１、同７０２、同７０３、同７０４、同７０７：ＭＴＰ

・ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７１１、同７１２、同７１３、同７１４：ＳＣＣＰ

・ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７７１、同７７２、同７７３、同７７４：ＴＣ

また、ＩＮＡＰによる交換機制御においては、ＩＳＵＰとのインタワークが必須であり、これに付随して

ＤＳＳ１規定の参照も必要となる他、サービスデータ機能モデリングにはディレクトリサービスを適用して

おり、以下のＴＴＣ標準とも密接な関係をもつ。

・ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７６１、同７６２、同７６３、同７６４、同８５０：ＩＳＵＰ

・ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３０、同９３１、同９３２：ＤＳＳ１

・ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ１６００：ＩＳＵＰ－ＩＮＡＰインタワーク

・ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｘ５００、同５２０：ディレクトリサービス
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